































 （1） この問題を包括的に取り扱った近年の研究としては、Christopher Clark, The Sleepwalkers : How Europe Went 
to War in 1914, London, 2013や、Margaret MacMillan, The War that Ended Peace : How Europe Abandoned Peace 
for the First World War, London, 2014などがある。
 （2） この問題については、わが国でも多くの研究がなされてきた。近年では、菅原健志「イギリスの対ドイツ
外交　1894-1914年 ─ 協調から対立、そして再び協調へ ? ─」『軍事史学』第 50巻第 3･4号、2015年や、
藤井信行「「英独同盟交渉」（1898-1900年）とイギリス外交政策」『川村学園女子大学紀要』第 15巻第 2号、
2004年の研究がある。藤波潔「イギリス外交の転換 ─ 「英独同盟」交渉から日英同盟へ ─」『史叢』第
54-55号、1995年のように、日英同盟締結との関連にいて英独関係を捉える観点もあるが、イギリス外交の
視点が中心になってきたと言える。






















 （4） Paul Kennedy, The Rise of the Anglo-German Antagonism, 1860-1914, London, 1980.　なお、政治や経済の他に、
文化的側面に焦点をあてた研究として、Richard Scully, British Images of Germeny : Admiration, Antagonism & 
Ambiralence, 1860-1914, Basingstoke, 2012もある。





会の設立」『経済科学』第 36巻第 4号、1989年、同「ユリウス・ヴォルフと中欧経済協会 1904-1918」『経
済科学』第 44巻第 3号、1996年、Ursula Ferdinand, ‘Zu Leben und Werkdes Ökonomen Julius Wolf（1862-1937）, 
Eine biographische Skizze’, in : Rainer Mackensen, Jürgen Reulecke（Hrsg.）, Das Konstrukt “Bevölkerung” vor, in 
und nach dem “Dritten Reich”, Wiesbaden, 2005、Hubert Kiesewetter, Julius Wolf 1862-1937 – zwischen Judentum 





































Cornelius Torp, Die Herausforderung der Globalisierung. Wirtschaft und Politik in Deutschland 1860-1914, Göttingen, 
2005, S. 340.
（10） 藤瀬「ドイツ中欧経済協会」、Kiesewetter, Julius Wolfを参照。
（11） 以下、新航路政策とドイツの対外貿易状況については、藤村幸雄「19世紀末葉におけるドイツ通商政策の
特質」『経済学論集』第 28巻第 3号、1962年や、同「金融資本成立期におけるドイツ貿易構造の特質」『同
志社大学経済学論叢』第 13巻第 2号、1963を参照。世紀転換期ドイツの関税改革論争から 1902年関税の
成立過程については、大津「ドイツにおける 1902年関税」を参照。「農業国対工業国」論争については、
田村『ドイツ経済政策思想史研究』や、Ursula Ferdinand, ‘Die Debatte “Agrar-versus Industriestaat” und die 
Bevölkerungsfrage, Eine Fallstudie’, in : Rainer Mackensen, Jürgen Reulecke（Hrsg.）, Das Konstrukt “Bevölkerung” 



































































よれば、ヴァルタースハウゼンは、通商政策協会の叢書として出版した August Sartorius von Waltershausen, 
Deutschland und die Handelspolitik der Vereinigten Staaten von Amerika, Berlin, 1898において、アメリカへの対
抗を目的とするヨーロッパ諸国の通商政策連合を提唱した。ただし、ヴォルフの構想との思想関係につい
ては、さらなる検討が必要であろう。
（15） フェルディナントは人口を重視するヴォルフの分析視角に着目している。Ursula Ferdinand, ‘Zu Leben und 
Werkdes Ökonomen Julius Wolf ’.　なお、ドイツの経済状況とオルデンベルクおよびディーツェルの論争の整
理は、Wolf, Das Deutsche Reich, S. 3-10.
（16） Wolf, Das Deutsche Reich, S. 12.





























以上の 3点をもって、ヴォルフは、「今日の工業国 ─ イギリス、フランスなど ─ は、
ドイツをその地位から追い出し、輸出を奪い取ることはないであろう」と述べ（21）、イギリ
スをドイツ工業の脅威にはならないと結論づけた。
（18） ヴォルフは石炭埋蔵量に関して、イギリス各地の石炭埋蔵量 100～ 350年分に対して、ドイツのザールやルー
ル地方は 800年分、オーベルシュレジェンは 1000年分と見積もっていた。さらに、イギリスとの価格を比
較して、「イギリスはドイツより石炭価格が高いので、多くの商品も原価が高い」と述べている。Wolf, Das 
Deutsche Reich, S. 13f.
（19） ドイツの精神的側面に関するヴォルフの見解は、Wolf, Das Deutsche Reich, S. 14-18.
（20） 工業への科学技術の導入に関するヴォルフの見解は、Wolf, Das Deutsche Reich, S. 19-21.
（21） Wolf, Das Deutsche Reich, S.21.
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（22） 東アジアの工業化についてのヴォルフの分析は、Wolf, Das Deutsche Reich, S. 22-28.
（23） アメリカの工業化についてのヴォルフの分析は、Wolf, Das Deutsche Reich, S. 28-37.



































（26） ヴォルフの提案したヨーロッパ諸国の通商政策連合の構想は、Wolf, Das Deutsche Reich, S. 43-50.
（27） ヴォルフは中欧について次のように述べている。「中欧は共通の経済利益を持ち、それは今日これまで以上
に増している。中欧は全ての敵対国を競争で圧倒しようとしているアメリカからの防衛にそのような利益
を持つが、あらゆる防衛目的は別にしてもそうした利益を持つ。」Wolf, Das Deutsche Reich, S. 49.



































































松永友有「イギリス関税改革論争再考 ─ バルフォア報復関税構想という代替案をめぐって ─」『歴史学研究』



































（31） 1901年前後における「協会」準備の経緯は、Materialien betreffend den mitteleuropäischen Wirtschaftsverein, 2. 




































（33） この集会の様子と討論は、Neue Freie Presse, Nr. 13912, vom 20. Mai 1903.
（34） ヴォルフの講演内容は、Materialien, S. 31-45.









































































（40） 「ドイツ中欧経済協会」の刊行物 Veröffentlichungen des mitteleuropäischen Wirtschaftsvereinsは全 18号が 1904
年から 1917年まで刊行されたが、第 15号は刊行されていない。
（41） ヴォルフの論説は Materialien, S.46-49.









































































































（45） BArch, R43-2254, Bl. 22f.
（46） アメリカ委員会の活動は、Kiesewetter, Julius Wolf, S. 321を参照。なお、姉妹団体の「オーストリア中欧経
済協会」も 1906年 3月 19日に、アメリカとの通商条約への互恵主義の導入に関して農工各業界代表者か
ら意見を聴取する会議を開催した。
（47） BArch, R43-2254, Bl.30.ヴォルフは主な参加者として、保守派のリンブルク-シュティルム（Limburg-Stirum）
やシュヴェリーン、自由保守党のディルクセン（Dirksen）、国民自由党のパーシェ（Paasche）とヘイル（Heyl）、
中央党のバッヒェム（Bachem）とオゼル（Osel）を挙げている。































（49） Lorenz Glier, Die Meistbegünstigungs-Klause : eine entwickelungsgeschichtliche Studie unter besonderer 
Berücksichtigung der Deutschen Verträge, mit den vereinigten Staaten von Amerika und mit Argentinien, Berlin, 1905.
（50） 藤瀬「ユリウス・ヴォルフ」、9頁。




















































































































































（59） ヴォルフの講演内容については、Verhandlungen der ersten gemeisamen Konferenz in Wien 1906, Berlin, 1907, 
S. 9-14
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諸国の相互特恵が主張されつづけた。
その後 1906年までの間に、イギリスに対するヴォルフの姿勢は敵対的なものに転換し
た。この時期に、ヴォルフは帝国特恵に関するイギリスと自治植民地の利害が一致しつつ
あると捉えており、従って帝国特恵が成立する可能性が高いと認識していた。1906年初
頭は関税改革を争点とするイギリス総選挙の時期であったが、ヴォルフは選挙結果にかか
わらず、近い将来帝国特恵が成立すると展望し、イギリスをアメリカと同じようにドイツ
およびヨーロッパへの経済的脅威として位置づけた。中欧諸国の相互特恵の構想は、汎ア
メリカ主義およびイギリス帝国特恵への対抗策として提案され、イギリスとの協調の可能
性は考慮されなかった。この構想は、ドイツ政府においても非常時における選択肢として
共有されていた。
「協会」は、基本的にヨーロッパ諸国の経済政策協調を目指した団体であったものの、
上述のように、イギリスとの関係については立場をたびたび変えた。「協会」は、ドイツ、
オーストリア、ハンガリー、フランス、スイスなどの中欧諸国を当面の協調の相手国と考
えていたものの、イギリスとの関係は「協会」の路線を左右する問題であった。「協会」
はアメリカへの対抗を目標とした団体として研究されてきたが、本稿の検討を踏まえるな
らば、イギリスとの関係もまた「協会」にとって重要であったと言える。
本稿の課題に関しては、次の 3点を指摘して結びとしたい。第一に、ヴォルフは最恵国
待遇の改革や諸国の経済法制度の均一化を通じてヨーロッパ諸国の協調を推進しようとし
た。第二に、1901年時点では対イギリス関係は明確に示されなかったものの、その後の
イギリス関税改革論争はドイツがイギリス市場を喪失する危険性を孕んでいたため、ヴォ
ルフは、イギリスとの相互特恵を結ぶことによってイギリスとの良好な通商関係を保持す
ることを主張した。しかし、第三に、帝国特恵が成立する公算が大きくなり、イギリス市
場の喪失が決定的になったと見るや、イギリスに対するヴォルフの姿勢は敵対的なものに
変化した。
本稿は、イギリスに対するヴォルフの姿勢の変化を表面的にたどったに過ぎない。ヴォ
ルフは、大戦前にヨーロッパ協調を提唱し、一度はイギリスとの友好関係の醸成を「協会」
の課題として掲げさえした。「協会」の活動は、ドイツ政府の対外政策へのオルタナティ
ヴという意味も持っていたが、イギリスに対する立場は短期間のうちに変化し、両国の協
調を促進するようなものにはならなかった。
（本研究は、公益財団法人松下幸之助記念財団の助成（助成番号 : 11-026）を受けたも
のである。）
